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里地保全に関連する市町村条例の類型化に関する考察
A Study On the Classification of Municipa1 0rdinances Regerdino sat09hi Landscapes Conservation
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Abstrらct:Recently,municipal ordinances regarding Satochi landscapes cOnservation have been frequently enacted,and expecta―

tions for these ordinances have been increasing.Improvement of the implemёntation of these rl■uniCipal ordinances can be regarded

as urgent and important.As a firSt Step tOWard improvement,this paper attempts tO give a detailed picture of these ordinances at

regional scale by classification based 9n the contettts of the documents of in these ordinances.As a reSult,three different types were

distinguished.The first type cOnsiSted of ordinances enacted recently,in which a target site with farllnland and forest and the

community participation system as implementation measure were described(Type A).It was considered that this type of

6rdinance responded to the problems on conserving farIIIlland and forest integrally.The second type consisted of ordinances in

which government―initiated implementation measures regarding the lnaintenance of fOrests or agricultural lands weFe described

(Type B).The third type consisted of 9rdinances withoul a definite description of the target site and implelnentation lneasures

(Type C).It was also suggested that ordinances of Type A and Type B had different institution,l isSues.It was considered that

Type A and Typ6 13 9ontributed to different aspeOt of Satochi landscape conservation and that a resolution of issues of each type

was needed.
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1.は じめに                          加 え,里 山や農地を単独に扱うのではなく,里 地全体をひとつの

近年, 自然環境への関心が高まり,身 近な自然との応ゝれあいの   区 域として
二体的にとらえることが重要な課題である

1)。里地保

場として,ま た豊かな牛活に欠かせない要素として,里 地が再評   全 に関連す
る条例はこのような課題に, 目的や保全対象,実 現の

ための手法 (以下あわせて戦略と称す)の 規定により,そ れぞれ価されている
1)。

里地は,里 山・農地 ・集落などの複数の土地利用が相互に関係   に 地域の目指す
べき目標を具体化することで,対 応していると想

する,人 間の自然への働きかけにより維持されてきた空間であ  定 される。

る2)。しかし高度成長期以降,特 に都市農村混在地域において,    そ こで本研究では,条 例に規定される戦略
に焦点をあて,関 東

市街化による皇地 e里山の減少が進行してきた。また,農 家の担   南 部の里地保全に関連する条例
につしヽて,規 定内容の数量化によ

い手の減少に伴う管理放棄もみられるなど, さまざまな土地利用   り 定量的な類型化を試みる。
その上で,各 類型について活用実態

上の問題が生じている
3)。里地の保全は早急に対応が求められる   の 検証を通じて,既 存条例の評価

・改善の検討するための基礎的

課題であり,な かでも土地利用調整に関する制度的支援の具体化   知 見を得ることを目的と
した。

は非常に重要であると考えられる。

これまでわが国における土地利用調整は,主 として個別規制法   2.研 究の対象と方法

により実施されてきた。これらの法律は,農地や森林を含めた総   (1)調 査対象地

合的な計画を制度として規定しておらず,原 則として各々の土地   調 査対象地域として,関東南部
の1都 4県 (東京,埼 玉,千葉,

利用に即した行政的な対応がなされる。そのため,里地を全体と   神 奈川,茨 城)を 選択した。
これらの地域は里地里山が残存しつ

して保全する場合には適応が困難であることが指摘されてきた|)。   つ も消失の危機に直面しているとされており,比較的早期
から,

このような問題に対応しうるものとして市町村による独自の条例  市 町村条例による緑地等の保全がはかられてきた地域でもあ
る:)。

への期待が高まりをみせている。多くの自治体において,二次的   (2)使 用デ
ータ

自然や二次的自然景観の保全を目的とした条例が制定され始めた。    里 地は二次的自然をおも
な構成要素としていることは広く認識

地方分権が推進される現在,市 町村条例による里地保全制度の重   さ れている。また里地は,里 山,農 地,農 村集落等
が一体となっ

要性は大きくなると考えられ,そ の実効性を評価し改善を図るこ   て 形成していた
二次的自然景観である

1)。そこで本研究では,前

とが求められる。そのためにはまず,既 存条例の制定動向や実態  文
・目的・基本理念において,二 次的自然あるいは二次的自然景

を把握し,そ れらに規定される制度の課題点を明らかllすること   観 (以下あわせて二次的自然環境とする)の 保全
に関する規定が

みられた条例を対象として,分 析を行った
Ю'。
 1が必要とされる。

条例の実態把握は, これまでもいくつかの研究において,類 型   条 例の条文は,2005年
7月末までに各自治体の公式 webサ イ

化等の手法を通じて試みられてきているが
5)6)7)8),多様な内容を   卜 で公開された例規集より収集した。1975年から2005年までに

規定していること,さ らに定義も不明瞭であることから,包 括的
・   制 定された37市町村から40条例が収集された。

定量的な分析を行った研究は少なく
8,,里地保全に関連する市町    ま た,各 条例による特定区域の指定状況は,2005年 の8月 に

各市町村への電話による問い合わせ形式でヒアリングを行い, 7村条例について扱ったものはない。

里地の保全においては,土 地の確保と管理の両面からの配慮に  月 末時点での指定箇所数およびそれら
の名称,全 改正の背景など
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を確認した。

(3)研 究の方法

研究方法は,第 一に,里 地保全に関連す

る条例に, どのような戦略が規定されてい

るのか,そ の傾向をとらえるため,類 型分

析を行う。具体的には,ま ず条例を概観 し

規定内容を把握するための項目の整理を行

い,整 理された各項目についての規定状況
表-1

を把握する。次に,そ の結果に基づき規定内容を数量

化し,類 型化を行う。

第二に,得 られた類型化の結果にもとづき,具 体的

な担保手法を規定し,比 較的有効性が高い類型 Aと

Bに ついて,そ の制定動向と活用実態を検証した (類

型結果は3に示す)。      ′

3.規 定内容に基づく対象条例の類型化

(1)規 定内容の把握

(i)項 目の整理

里地の保全という視点からみた場合,条 例の規定内

容は,大 きく, 1)目 1的0基本理念, 2)基 本的事項,

3)担 保手法,に 区分され,そ れぞれにおt てヽ里地の

保全に関連する内容が規定されているい。したがって,

本論における類型根拠は,条 文に規定される目的,保 全対象,担

保手法に求めることとした。なお,ひ とつの条例において複数の

特定区域が設定され,そ れぞれ異なる保全対象や担保手段が規定

されている場合があるが,本 論では二次的自然環境に関連する区

域を代表として解析に使用したDD。

(五)各 項目の規定状況             ~

既往研究8洸Dを参考に, 目的では自然環境保全,生 活環境保全,

景観保全,ま ちづくり,の 4項 目が確認された (表-1)。 また,

保全対象にっいては,1)樹 林地,2)農 地,3)樹 林地および農地を

含みうる一定の区域を指定できる旨が明示されている区域 (以下
一体的区域),4)規 定なしの4つ の項目が確認され (表-1),担

保手法では10項 目が抽出された (表-2)。

(五)各 項目に関する規定状況

表-3に それぞれの項目,ま たはその組み合わせに応じた条例

数を示す。これによると, 目的では,組 み合わせパターンは7種

類確認され,13条 例において複数項目の組み合わせが規定され

ていた。担保手法の組み合わせパターンは,規 定なしも含めて

13種類確認され,19条 例において複数項目の組み合わせが規定

されていた。

(2)条 例め類型分析

(i)分 析方法

規定状況の把握により示された組み合わせは条例の特性を示す

と考えられる。そこで本論では,40サ ンプルの条例について,

表-1に 示す 17項 目をダミー変数とし,規 定が存在する場合を

1,存 在しない場合を0と して値を与え,デ
ータを作成した。

これらのデータに基づき,数 量化Ⅲ類とよばれる手法を用いて,

数量化Ill類1軸

図-1 規 定内容の数量化による条例の類型結果
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各条例の数量化を行っ

た。この過程で,項

目の規定状況の類似

性がデータに反映さ

れる。すなわち,同

じ項目を規定してい

る条例には同じ値を

与えられ,類 似した

項目が規定されてい

る条例には近い数値

表-2 里 地保全に関連する条例において規定されていた担保手法の種類

目的・保全対象 ・担保手法に
おいて規定が確認された項目

(表中の担保手法ニードは表-1に 対応する)

表-3 目 的。保全対象・担保手法において規
定が確認された項目とそれらの組み合
わせに応じた条例の規定状況

が与えられる。数量

化により得られたカ

テゴリスコアのうち,

比較的固有値の高かっ

た第 1軸 (固有値 :

0.84)と 第 2軸 (固有値
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担保手法
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:0.50)を 変数として選択した。

(五)類 型結果

各条例はA,B,Cの 3つの集団に類型化された (図-1)。類型
A!ま9条例,Bは 11条例,Ctま20条例により構成された(図-2)。

1類 型 Aは , 自然環境保全にその他の目的を組み合わせた条例

により構成されていた (図-3)。 保全対象については,一 体的

区域を規定した条例が9条例のうちの8条例を占めていた (図一

2)。担保手法について確認したところ,14・16・18の,特 定区

域に関する住民活動の認定等に属する担保手法の組み合わせを規

定している条例が9条例のうち7条例を占あていた(表-4)。

類型 Bは ,主 に自然環境保全を目的として規定している条例

によって構成された (図-3).保 全対象に関しては,類 型 Bに

属する11条例のうち8条例が樹林地を規定しており,一 体的区

域を規定している条例は2条例のみであった (図-2):担 保手

法に関しては,11条 例のうち10条例において,特 定区域におけ

る一定行為の制限に加え,管 理行為の義務付けや管理行為に対す

る助成など管理に関しても規制 。誘導的手法を組み合わせて保全

をはかる,13・16・17・19の組み合わせが確認された(表-4)。

類型 Cは ,主 として生活環境保全を単独目的とした条例によ

り構成されていた (図
-3)。 保全対象 ・担保手段については規

定されていなかった (図-2,表 -4)。

(血)各 類型の特性

目的を複合化した条例の制定は,個 別法令では対応しにくい問

題への対応のひとつのあらわれであると考えられており
3),類型

Aの 条例は個別法令では対応しにくい問題や区域の一体的な保

全という課題に対応するものと考えられた。また, これらの条例

は単に,地 域住民の発意により特定区域に指定できる手法 ,手続

きを条例に位置づけるだけでなく,特 定区域の指定を地域住民の

参画によって積極的に推進していく点に特徴づけられる:

類型 Bの 条例は,土 地の確保に加え管理まで配慮した保全と

いう課題に対し,行 政の主導により実質的に対応する戦略をもつ

担保手法
全域 特定区域

土地の確保 土地の確保 管理

規制 行政主導

住民活「Jjの認定

1:行為・開発制限

・一定規4rk以上の開発

・一定規模以上の伐採

1行為。開発制限

・伐採

・土地の形状の改変

・工作物の新・増・改築

:地域住民/市民団体による計画・規則の権威付け

17樹林等の管理行為の義務付け

・期間(一時的、継続的)

・管理主体 (自治体、所有者)

・管理手法(指導あり、指導なし)

B地 域住民/市民団体による計画・規則の権威付け

誘導 行政主導

住民活動の認定 2市 民団体の認定・支援

5指 定に伴う減税

6地 域住民,上地所有者からの指定申請の可能化

9管 理行為に対する助成金の支給

自然環境保全

生活環境保全

景観保全

まちづくり

‖ 1行 為・開発静lll■

12 1住 民団体の認定・支援

14 1土 地所有者の合意による計画・

Ю I土 地所有者からの指定申請の可能化

17 1樹 林等の管理行為の義務付け
18 1土 地所有者の合意による計画・規則の権威付
19 1管 理行為に対する助成金の文給
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図-3 類 型ごとの目的の規定状況

特性を有する。これらの条例では樹林地のみを対象とする条例が

多く (図-3);区 域の
一体的な保全という課題には対応出来な

い可能性があるため,周 辺の農地との関連性の維持をはかるシス

テムが求められると考えられた。

類型Ciま,具体的な対象■担保を規定しない,啓発的な役割

をもつ特性を有すると考えられた。

4.各 類型の制定動向と活用の実態

(1)検 証項目

動向につしヽては制定年
呻により把握し,活 用の実態については

これらの条例が特定区域を規定している点に特徴付けられる (表
一

4)こ とから,特 定区域の指定状況,指 定箇所数により把握する。

全域についての制度は条例が改正されない限り継続するが,特 定

区域,特 に地域性緑地に関しては指定が
一定の期間に限られ,担

保の有効性が維持されない場合があり,指 定期間の継続性は保全

の実現性において,重 要な要素といえる。そこで指定の継続性に

ついても, どのような方針が規定されているか把握した。

(2)結 果と考察

(1)類 型 A

制定時期について確認したところ,9条 例のうち7条例が2000

年以降に制定される新しい条例であることが示された (図14)。

類型Aに おいてみられるような,地 域住民による計画策定の手

法,い わゆる住民参加型の手法は,最 近制定される傾向にあるこ

とが指摘されている
6)8)。里地保全においても,民 意を反映した

計画的な視点から保全に取組むシステムの導入がなされてきてい

ることが伺われた。

しかし,一 方で実際にどれくらいの区域が, これらの条例に基

づいて指定されているかを確認したところ,類 型 Aの 条例では

実際に特定区域の指定が行われていた条例は,9条 例のうち3条

lTl～41歯辞=1の保全対象コ
ードに対D

図二2 類 型別にみた保全

対象の規定状況

例でしかなかった (図
-4)6こ のうち2条例は1990年代に制定

_された条例である (これらの2条例のうち1条例は住民活動の認

定を規定するものではなく,行 政主導の土地の確保および管理に

対する規制的手法が規定された条例であった)。また, これらの

3条例により,実 際に指定されていた区域の箇所数は, まだ 37

箇所であり,す べてが 1999年までに制定された条例によって指

定されたものであった (図
-5)。 このような結果となった理由と

しては,9条 例のうち6条例が 2000年以降に制定されるなど,

全体として条例制定からの年数が浅いことに加え,住民の合意に

よる計画の策定は時間がかかるもの
動であることが考えられる。

指定期間の継続性という視点からみた場合,特 定区域は,1)時 限

的区域,2)条 件付永続的区域,3)そ の他の区域,の 3つ に分類さ

れると考えられた
0。類型 Aの 条例では,9条 例のうち,5条 例

が条件付永続的区域を,2条 例がその他の区域を規定しており

(表-5),地 域住民や所有者の同意が得られる場合,比 較的長期

にわたり指定される可能性があると考えられた。

住民の発意に基づく計画は, とくにまちづくりの分野において,

実効性が高いことが示されている
。。また前述したように,特 定

区域の指定ができるだけでなく,住 民の参画により指定後の維持

管理の確保にも合意が得られ,継 続性が期待されるなど,里 地保

全に必要な側面に広く対応でき,活 用が期待される制度であると

いえる。しかし,実 際の指定箇所数は極めて少なく,活 用の促進

が制度上の課題点として示唆された。

(五)類 型 B

類型 Bの 条例では,1970年 以降,わ ずかず?で はあるが継続

して制定されてきた (図
-4)。 各条例と制定年の詳細を確認し

たところ (表-6),1980年 代までと1990年以降の,大 きく二

つの時期に区分されると考えられた。      ~

1980年代までの条例では,「緑地保全」「緑化推進」の名称が

多くみられる。この時期は,各 自治体が宅地開発による環境の悪

化等の問題に対応するために,都 市内の樹林地や農地の量の確保

を目的とした施策を整備した時期であり
0,都 市緑地の量的な確

保の必要性を背景に条例の制定がすすめられたと考えられる。

それに対し,1990年 以降は,新 条例の制定と既存条例の全改

正,の 二つの動きが確認された。新条例の特徴|して 「丘陵地の

みどり」や 「手賀沼斜面林」‐など,特 定の地域の保全を目的とし

た条例や,「環境」関連の条例の制定があげられるも

前者は,地 域の個別の問題に対応するものであり,後 者は

1990年代以降の環境概念の高次化
Dを背景に,環境行政の一環と

して二次的自然環境の保全に取組む動きを示すと考えられる。

既存条例の全改正については,1980年 代までに制定された5

条例のうち3条例において行われた。改正は基本的に条例の位置

づけの見直しをはかるものであったが,そ の背景には斜面林や雑

木林などの,二 次的自然環境保全の重要性の高まりがあ?|(表
―

5)。里地は,1994年 の環境基本計画における 「里坤自然地域」

に関して所定の政策が示されるなど,1990年 代半ばからその重

要性の認識が高まりをみせてきた。緑の量の確保を目的として始

まらたこれらの条例が,社 会認識の変化に伴い,二 次的自然環境

の保全を意図したものへと変化してきたことが

示唆された。

また類型 Bの 条例のうち,実 際に特定区域

の指定が行われていた条例数を確認したところ,

11条例のうち8条 例において,特 定区域の指

定されており (図
-4),実 際に活用されるケ

ー

スが多いことが示された。更に類型 Bに より

指定されている区域の合計は152箇所であり,

類型Aの 4倍近くにのぼる (図
二6)。 この類

型の条例が活用の実態において里地保全行政に

表-4 類 型別にみた担保手法項目の

組み合わせ規定状況 蝉位:条例数)

」
、．，‐

．、．′，
７●１計

■
ｌ
‥
…
ケ
ー
七

[詈]:__1二__f已二
日1970-1979(改正あり)

■1970-1979(改正なし)

lL塵塾二
1970-19791980-1989169019992000200`年

)

図-4 類 型 A,Bの 条例における特定

区域の制定時期別指定状況

類型A    類 型B

図-5 類 型 A・ Bの条例における特定

区域の制定時期別指定箇所数
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表-6 類 型Bの 条例の名称ならびに制定
・全改正年

iO12 我孫子市獄地等の保全及び側ヒの推進に関する条例

類型 Aお よび Bは ,里 地の保全に異なる側画か
ら対応 し

ており,おのおのに重要な役割を担うものと考えら,る。ま

た今回調査を行った自治体のうち,我 孫子市のように両類型

の条例を制定している事例も確認された。このような両類型

の条例の活用により,重 要となる里山の管理による保全 (類

型 Bに よる対応)と ,周 辺地域の全体としての保全 (類響

Aに よる対応), という異なる保全システムが関連付けられ,

里地保全の実現性が高められることも期待される。今後,市

町村における里地の保全において,条 例の重要性は増すもの

と考えられ,両 類型の個別事例研究に基づくそれぞれの課題

点の解明が求められる。
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量的なみどりを増やす1となら質的責みど,F豊かさ

市自然環境の保全等に関する条例)   [ゴ
結十も

(1991) (全 改正後:新座市みどり,ま ちづくり条例た

3年

5年     (1)

ぢ年または10年

10年

しかし,継 続性に

ついて確認したとこ

ろ,11条 例のうち7

条例が時限的区域を

奪蠅 λ欝
動
   :   l  規 定 していた。さら

規定なし        1    1    に ,そ れらの指定期

間についてみたところ,3年 から5年 の比較的短い期間を規定し

たものが 5条例であった。なお,指 定期間が時限的であっても,

買取請求が規定されている場合,里 地保全の効果に大きな影響を
｀

与えると考えられる。ただし,今 回の対象条例において買取請求

を規定 していた条例は類型 Bの 条件付永続的区域を規定 した 2

条例のみであった。類型 Bの 条例は,短 期間の指定であること

を明示するという傾向が読み取れる。「定行為の制限に加え,管

理行為を規定している場合が多く,比 較的強い私権制限に
つなが

るものであるため
0, このような時限的な制度となっていると推

測され,保 全対象の長期的な保全が条例運用上の制度の課題点と

して示唆された。

5。 まとめと今後の課題

里地保全に関連する市町村条例は,そ の戦略において類型 A・

BeCの3つの異なる特性を有するグルァプに分けられることが

示された。

類型Aは , 目的の複合化や
一体的区域の指定の可能化により,

個別法令では対応しにくい問題や区域の
一体的な保全という里地

の課題に,地 域住民の参加を促す制度を整備することで保全の実

現性を確保する戦略を有する条件整備型と考えられた。

類型 Bは ,土 地の確保と管彗の両面からの保全という課題に対

し,管 理にまで配慮した行政主体の規制
・誘導的手法により対応

するという戦略を有する,実 質対応型と考えられる。

類型 Cは 保全対象 ・担保手法に関する具体的な記述がみられ

ない啓発型である点に特徴付けられた。

、また類型Aお よびBの条例の条例について,運用面において

異なる制度上の課題が示唆されたo類型Aは ,地域住民の参画

により特定区域の指定を促すことを目標とする条例により構成さ

れていたにもかかわらず,実 際の指定状況は限られており,指 定
・

活用の促進が課題として考えられた。また今回の結果からは得ら

れていないが,制 度内容が住民に対し十分に周知されていないこ

と,行 政側からの支援体制が十分でないこともその要因として考

えられ,今 後の詳細な条例運用の実態把握が求められる。

それに対し,類 型 Bは ,環 境行政の
一環としてあるいは地域

個層1の問題への対応として新条例を制定する動き,1日来の制度を

活用しながら条例自体の位置づけを全改正により変化させる動き,

という二つの動向により,里 地保全に対応していることが示唆さ

れた。制度が時限的である点が,長 期的な保全において問題であ

り,特 定区域の継続的な指定確保のための手法の検討が求められ

るほか,区 域の一体的な保全が課題として示された。
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